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補助事業名 2021年度 アジア地域多国間招へい会議の開催等による各国IT情報の 

収集 補助事業 

補助事業者名 一般財団法人国際情報化協力センター 

 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

 アジア各国IT政府及び産業界の要人を招へいし、会議を開催することにより、アジア各国

の情報化政策、情報化の動向を収集し課題の抽出を行う。併せて、アジア各国のIT要人との

人的ネットワーク強化し、我が国企業のビジネス機会の創出につなげることを目的とする。 

 

（２）実施内容 

新型コロナウイルス感染症が拡大する中、我が国のみならずグローバル社会において、

デジタルの力を駆使した新たな社会経済への変革が迫られており、アジア各国においても

ニューノーマル時代の IT政策の立案やプロジェクトの推進が図られている。こうした動き

を相互に理解するとともに、アジア各国の IT 関係者で共有するため、9 ヵ国をオンライン

で接続し、12月 9日に「ニューノーマル時代の IT政策とフラッグシッププロジェクト」会

議を Zoomウェビナーで開催した。 

 

我が国の他、ブルネイ、カンボジア、ラオス、マレーシア、タイ、ベトナムの東南アジ

ア 6ヵ国、ネパール、スリランカの南アジア 2 ヵ国が参加し、各国の IT関連の政府要人か

らそれぞれの取り組みを発表いただき、各国のコロナ禍での IT政策やプロジェクトなどを

ご紹介いただいた。本会議には、経済産業省、国際機関日本アセアンセンター、早稲田大

学 電子政府・自治体研究所より後援いただき、JKA(競輪)の補助を受けて実施した。 

 

同会議では、当財団の新野 隆 理事長（日本電気株式会社 代表取締役副会長）の主催

者挨拶があり、その後、ご来賓の経済産業省 商務情報政策局 情報産業課課長 西川 和見

の代理で課長補佐の児島 礼子氏よりご挨拶をいただいた。 

 

基調講演では、経済産業省 商務情報政策局 サイバーセキュリティ課 課長補佐 西村 

美香氏より、「日本のサイバーセキュリティ政策」と題し、日本におけるサイバーセキュリ

ティ政策と経済産業省の取組みについてご紹介いただいた。 

 

アジア 8ヵ国の代表からは、各国のニューノーマル時代の IT政策とプロジェクトと題し

て、ウイズコロナ及びポストコロナの世界を見据えた社会経済のデジタル化に向けた政策

や、関連プロジェクトの状況等を紹介していただき、ご参加の皆様との間で、各国の現状、

取り組みについて、有意義な情報共有と意見交換を行った。 

 



2021 年度も前年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の流行で海外からの渡航に制限

があったが、各講演者のご尽力により、本会議は 9 ヵ国同時接続のオンライン形式にて成

功裏に終了した。本会議は各国の IT政策をタイムリーに情報交換できる貴重な機会となっ

た。 

 

プログラムは以下のとおりである。 

 

13:00 - 13:50 

Opening Address 

 Mr. Takashi Niino 

 President of Center of the International Cooperation for 

 Computerization (CICC) 

 (Vice Chairman of the Board of NEC Corporation) 

  

Guest Speech 

 Ms. Reiko Kojima 

Deputy Director, IT Industry Division 

 Commerce and Information Policy Bureau 

 Ministry of Economy, Trade and Industry of Japan 

  

Keynote Speech on Cybersecurity Policies in Japan 

Ms. Mika Nishimura 

Deputy Director, Cybersecurity Division 

Commerce and Information Policy Bureau 

Ministry of Economy, Trade and Industry of Japan 

 

13:50 - 16:30 

IT Policies and IT Projects in in the New Normal Era  

in South East Asian and South Asian Countries 

 

Brunei 

Mr. Koh Chun Hock 

Chief Digitalisation Officer 

 E-Government National Centre 

 Prime Minister’s Office 

 

Cambodia 

 Mr. Mao Neang 

 Director General of ICT 

 Ministry of Post and Telecommunications 



Lao PDR 

 Ms. Charuda Lunaglath 

  Director 

 Policy, Planning and Cooperation Division 

 E-Government Center 

 Ministry of Technology and Communications 

 

Malaysia 

 Dr. Norida binti Ramly 

 Subject Matter Expert in ICT Strategic Management & Senior Principal Assistant 

Director 

 Malaysian Administrative Modernisation and Management Planning Unit 

 

Nepal 

 Mr. Prem Sharan Shrestha 

Director General 

Department of Information Technology 

 Ministry of Science and Technology 

 

Sri Lanka 

 Mr. Oshada Senanayake 

  Chairman 

 Information and Communication Technology Agency 

 Ministry of Technology 

 

Thailand 

 Dr. Pathomdanai Ponjan, PhD. 

 Senior Plan and Policy Analyst 

 Policy and Strategy Bureau 

 Ministry of Digital Economy and Society 

＊This presentation includes DRAFTs which are still subject to revision by MDES. 

 

Vietnam 

 Mr. Nguyen Thanh Nam 

 Official of Authority Office 

Authority of Information Technology Application 

 Ministry of Information and Communications 

 

 

 



16:30 - 16:35 

Closing Address 

 Mr. Koichiro Urabe 

 Executive Director 

 Center of the International Cooperation 

 for Computerization (CICC) 

 

 

写真 オンライン会議における挨拶と講演 

 

講演資料は、当財団ホームページ https://www.cicc.or.jp/ より、「お知らせ」の CICC

会議「ニューノーマル時代の IT政策とフラッグシッププロジェクト」実施報告の欄に掲載

している。ただし、スリランカについては公開の許可がなかったため掲載していない。 

 

当財団ホームページ掲載  

CICC 会議「ニューノーマル時代の IT 政策とフラッグシッププロジェクト」実施報告 | 

CICC HOMEPAGE 

 

 

２ 予想される事業実施効果 

 各国IT関連省庁との人的ネットワークを構築することにより、現地政府とのプロジェクト

実施の可能性がある。特に、社会公共分野に属するシステム（セキュリティ、スマートシテ

ィー、医療、電子政府等）の海外展開には、相手国IT政府機関の協力が不可欠であり、構築

した人的ネットワークを活用した、海外展開のきっかけ作りが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

https://cicc.or.jp/japanese/cicc%e4%bc%9a%e8%ad%b0%e3%80%8c%e3%83%8b%e3%83%a5%e3%83%bc%e3%83%8e%e3%83%bc%e3%83%9e%e3%83%ab%e6%99%82%e4%bb%a3%e3%81%aeit%e6%94%bf%e7%ad%96%e3%81%a8%e3%83%95%e3%83%a9%e3%83%83%e3%82%b0%e3%82%b7/
https://cicc.or.jp/japanese/cicc%e4%bc%9a%e8%ad%b0%e3%80%8c%e3%83%8b%e3%83%a5%e3%83%bc%e3%83%8e%e3%83%bc%e3%83%9e%e3%83%ab%e6%99%82%e4%bb%a3%e3%81%aeit%e6%94%bf%e7%ad%96%e3%81%a8%e3%83%95%e3%83%a9%e3%83%83%e3%82%b0%e3%82%b7/


３ 補助事業に係る成果物 

（1）補助事業により作成したもの 

2021年度アジア地域多国間招へい会議の開催等による各国IT情報の収集に関する 

報告書 

https://cicc.or.jp/japanese/wp-content/uploads/keirin2021.pdf 

表紙 目次の画像データ 

  

（2）（1）以外で当事業において作成したもの 

  なし 

 

４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人国際情報化協力センター 

（イッパンザイダンホウジンコクサイジョウホウカキョウリョクセンター） 

住  所： 〒110-0016 東京都台東区台東4-18-7 

代 表 者： 理事長 新野 隆（ニイノ タカシ） 

担当部署： 総務部（ソウムブ） 

担当者名： 部長 高橋 省三（タカハシ ショウゾウ） 

電話番号： 03-5807-5041 

F  A  X： 03-5807-5045 

E - m a i l： takahashi@net.cicc.or.jp 

Ｕ Ｒ Ｌ： https://cicc.or.jp 

https://cicc.or.jp/japanese/wp-content/uploads/keirin2021.pdf
mailto:takahashi@net.cicc.or.jp
https://cicc.or.jp/

